
 
  

令和７年度 決算報告 
 

 

一般会計の決算状況は、歳入総額は８０億５千６７万６千円、歳出総額は７６億８千１

３５万７千円となりました。また、一般会計と特別会計を合わせた歳入総額は１０１億８

千５３４万円、歳出総額は９７億８千１２９万４千円となりました。 

一般会計の歳入歳出差引額は３億６千９３１万９千円で、翌年度に繰り越すべき財源４

千３３７万円を控除した実質収支は３億２千５９４万９千円、実質収支比率は７．３％と

なりました。 

財政指標の経常収支比率は９５．８％となり、前年度と比較して０．６ポイント増加し

ました。人件費は１．５ポイントの減少となったものの、補助費等が０．８ポイント、公

債費が０．４ポイント増加したことなどによるものです。 

また、健全化判断比率のうち、実質赤字比率及び連結実質赤字比率はいずれも黒字であ

ることから比率はなく、実質公債費比率は１３．９％、将来負担比率は１０５．０％とな

る見込みであります。実質公債費比率は、地方債の元利償還金は増加したものの、普通交

付税等による標準財政規模が増加したことが影響し、前年度と比較して０．２ポイント減

少する見込みです。将来負担比率は、町債残高は減少したものの、基金残額が減少したこ

となどが影響し、前年度比で１．３ポイント減少の見込みであります。 

町債残高は、前年度比で９億９９３万３千円減少し８４億１千１９８万５千円となり、

積立金残高は、前年度比で１億６千９２４万２千円減少し６億９千１５５万８千円となり

ました。 

特別会計により執行しました各事業の決算については、別表「令和７年度各会計歳入歳

出決算総括表」のとおりです。 
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＜令和７年度 施策概要及び成果＞ 

 

 

令和７年度の主要な施策概要について説明します。成果の詳細については、各所管課の

予算執行報告書をご参照ください。 

 

町税は、令和６年度の個人町民税は定額減税等の影響により減収となったものの、米価

上昇や給与所得及び年金所得の増加により、令和７年度は前年度比４千４６万円増の７億

５千３６８万９千円となりました。収納率は現年度分で９９．１％、滞納繰越分で１５．

８％、町税全体では９６．８％となり、前年度と比較し、０．２％の増加となりました。

収納対策は、新たな滞納者を作らない方針を継続し、早期納税相談及び訪問徴収に努めま

した。 

クマの目撃が相次いだこの年、10回のクマ被害対策連絡会議を開催して町民生活の安心

安全の確保に万全を期しました。また、大雪に伴い倒木のおそれのある立木の伐採を行う

とともに、町有財産を適切に維持管理するため、公共施設の予備保全に努め被害の軽減を

図りました。 

第５次飯豊町総合計画は、持続可能なまちの実現を目指し、生涯にわたって飯豊町で暮

らし続けることができるよう、１０年後の目標を掲げて事業に取り組むとともに、地区別

計画に基づき、地域の主体的な地域づくり活動を後押ししています。計画期間の中間年次

にあたり、事業を担当する各課で成果目標の進捗管理と自己検証を行うとともに、庁内に

おける内部検証、振興審議会による飯豊町まち・ひと・しごと創生総合戦略との一体的な

外部検証を行いました。これまでの住民参加「手づくりのまち」の基本的な考え方を継承

し、「飯豊で幸せになるためには何が必要か、みんなで考える10年にする」として策定し

た「第５次飯豊町総合計画」における施策体系及び事業体系を維持しつつ、社会情勢の変

化、時代の潮流を踏まえ、取り組みの成果や課題を反映させるなど、より適切な表現とな

るよう時点修正を行いました。 

また、令和８年３月には、飯豊町過疎地域持続的発展計画及び第３期飯豊町まち・ひと・

しごと創生総合戦略を策定し、人口減少が進行するなかにあっても関係人口の創出などに

より持続可能なまちづくりを進める方針を定めました。 

各地区まちづくりセンターを拠点として、新たに「こども食堂」を開催し、子どもから

お年寄りまで多様な世代が食を通じて交流し、これまでになかった新たな地域との関係性

を生み出し、地域に居場所を作る地域食堂の取り組みを始めました。 

また、各地区まちづくりセンター職員との担当者会を定期的に開催し、意識の共有や情

報交換の場を創出しました。いつでも・どこでも・自主的に学ぶことのできる生涯学習の

機会と多世代交流の場を提供し、地域の資源や特色を生かした創意工夫による生涯学習活

動に取り組み、地域住民が「集い・学び・つながる」ことを意識した、地区まちづくりセ

ンターの事業づくりを実践しました。 

さらに、これまでの地域づくり座談会のほかに、町長室を定期的に開放する「スタジオ

嵐」、住民の皆さんの集まりや活動の場に出向きながら話を伺う「出張スタジオ嵐」を実施

し、町民の皆様の等身大の声をお聞きしながら、子どもから高齢者まで多様で幅広い声の

集まる機会を創出することで、身近な暮らしの質の向上につながる事業施策の形成に努め

ています。 
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「いいで未来カフェ」は、若者たちが集い、自分たちの想いや町の未来について話し合

い、ごみ拾い活動を継続して実施したほか、自分たちが企画したアウトドア活動や米坂線

復興イベントとしていいで未来カフェマルシェなどを開催しました。 

ＤＸ関連では、町民サービスの向上、行政運営の効率化・簡素化、地域社会のデジタル

化を目指し、自治体基幹業務システムの標準化対応をはじめ、庁内業務のデジタル化に向

けた取組みを進めました。 

自治体基幹業務システムの標準化対応では、国の方針に基づき、標準準拠システムへの

移行に向けた業務の整理、標準仕様との差異確認、関係課との協議、システム事業者との

調整を実施しました。標準化により、将来的な制度改正への迅速な対応、システム運用経

費の適正化、業務の効率化が期待されることから、移行後の安定運用を見据えた準備を進

め、令和７年１２月から稼働開始しました。今後も、住民サービスを安定的に提供しなが

ら、業務の見直しとデジタル技術の活用を一体的に進め、効率的で持続可能な行政運営の

実現に努めます。 

令和５年度末にサービスを開始したコンビニエンスストアに設置されている端末（マル

チコピー機）での住民票と印鑑登録証明書の交付は、年間で９６７件の交付実績となり、

前年度と比較し３６件増加しました。町内外問わず、また閉庁日や夜間の利用も可能であ

ることが大きなメリットであり、引き続き住民の利便性向上と窓口業務の効率化を図りま

す。 

めざみの里まつりは、獅子舞の共演や約７００名の参加者によるＷＡ踊りのほか、高円

寺の阿波踊り３連の共演により、多くの来場者に楽しんでいただくことができました。 

環境衛生では、緑豊かで美しい自然環境を守るため不法投棄防止活動を実施するととも

に、パソコン、デジタルカメラ等の小型家電に利用されている有用な金属の再資源化及び

鉛などの有害物質の適切な処理を推進するため、無料回収を実施しました。ゴミの処分量

は、生活系の可燃と不燃ゴミの合計が１,０００.６トンとなり、統計開始以来最少だった

前年度より約１４トン増加しました。古紙、空き缶などの資源ゴミは１９５．９トンとな

り、前年度より約２.９トン減少しました。 

地球温暖化防止対策は、令和５年度に策定した「飯豊町再生可能エネルギー導入計画」

を実行実現するための一環として、環境省脱炭素先行地域事業へ米沢市と共同で申請を行

い、令和７年５月に選定されました。これに伴い令和７年度は本格的な事業推進に向けた

準備期間と位置付け、庁内での実施体制の構築や共同提案者との連携強化を進めるととも

に、バイオガス発電事業及び小水力発電事業の事業実施者をプロポーザルを経て選定しま

した。 

公共交通では、令和６年度にデマンド交通システム「ほほえみカー」の新しい料金設定

及び運行エリアでの運行を開始しました。「ほほえみカー」の利用者数は８千６９４人（１

日平均３６.５人）となり、前年度と比較して利用者が３４３人増えました。また、利用者

を増やすため乗車体験や出前説明会を開催したところ、年間の新規登録者数が４０名を超

え、過去１０年間で最多となりました。 

交通安全対策では、朝の立哨や、児童生徒及び高齢者向けの交通安全教室の開催、高齢

者世帯訪問、孫から祖父母へはがきを通した交通安全の呼びかけ「ハートフルメール」な

どを実施し、交通安全の意識高揚を図っています。 

福祉関係では、高齢者、障がい者、子育て世帯、生活困窮者等に対する支援に継続して

取り組んだほか、物価高騰対応として、６５歳以上の高齢者２千４５７人に対し、一人あ
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たり５千円の高齢者元気生活応援商品券を支給しました。また、重要課題の一つである高

齢者等除雪対策として、「飯豊町地域安全克雪方針」に基づき、豪雪地帯安全確保緊急対策

事業や除雪費助成及びヘルパー派遣事業などに継続して取り組みました。 

安心して子どもを産み育てられる環境整備の一つとして、新たに出産費用助成事業並び

に赤ちゃんおむつクーポン券支給事業を実施しました。出産費用助成事業は、出産費用の

総額と出産育児一時金などの差額に対し、お子さん一人につき１５万円を上限に助成する

もので、無痛分娩を希望する方も対象となります。赤ちゃんおむつクーポン券支給事業は、

生後６月未満の乳児の保護者に対し、２万４千円分のおむつ用品クーポン券を支給するも

ので、紙おむつだけでなく、おむつカバーやおしりふきなども幅広く対象とし、子育てに

対する経済的負担軽減を図りました。事業開始時の６か月未満児を含め、計２５名に配布

し、利用いただきました。また、子ども家庭庁が令和１０年度までに実施１００％を目指

す５歳時検診をいち早く実施し、子どもたちの身体発育状況や栄養状態など確認しました。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業では、老人クラブや高齢者の集いの場に、保

健師や栄養士が積極的に出向き、健康講話やフレイル予防を行うなど、後期高齢者の健康

の維持増進を図り、介護予防と健康寿命の延命に取り組みました。 

子ども家庭センターでは、医療機関やＮＰＯ法人ほっと等と連携しながら、保健師、助

産師、保育士による相談や情報提供を行いました。また、自殺予防対策として、ゲートキ

ーパー講習会を開催しました。さらに助産師や臨床心理士による相談事業を実施し、若い

母親や青年期の自殺予防に取り組みました。 

子育て支援センターこどもみらい館は、旧添川児童センターに移転し３年目を迎えまし

た。「赤ちゃんサロン」や「ペアレントサポート講座」等の事業展開のほか、放課後の小学

生の利用があったものの、利用人数は前年度から減少し約２千人となりました。 

幼児施設・学童クラブ関係では、認定こども園における産休明け保育、延長保育に引き

続き取り組み、乳幼児合わせて１４７名を受け入れたほか、２か所の学童クラブで８０名

の学童保育を行いました。そのほか、施設間交流での幼保交流、幼児施設の畑で採れた野

菜や地場産野菜を活用した食育の推進など各種事業に取り組みました。 

農業分野においては、物価高騰の影響を受けた園芸作物の栽培生産者に対して肥料価格

高騰対策支援、畜産生産者に対しては輸入飼料価格高騰支援を実施しました。また、農業

収益力強化に計画的に取り組む農業者に対して、計画に必要な農業機械の導入支援を行い

ました。 

水田農業振興は、飯豊町農業振興協議会作成の「水田収益力強化ビジョン」に基づく産

地づくりの取り組みや経営所得安定対策等推進事業に加えて、町独自の生産振興助成事業

により支援を行いました。 

農業農村整備関係では、令和４年８月及び令和６年７月の豪雨による災害復旧事業に注

力し、令和４年災害及び令和６年災害で被災した農地、農業用施設の復旧は令和７年度末

で完了しました。林道も同様に復旧工事に取り組んだものの、復旧予定の１５９箇所のう

ち事業完了は１２２箇所であり、復旧率は７６．７％となりました。 

また、多面的機能支払交付金を活用し、町内３６組織で農業施設の維持管理、地域環境

の保全、施設の長寿命化等の活動に取り組みました。 

県営事業では、黒沢地区でため池等整備、中津川地区で排水対策整備に取り組んだほか、

小白川上郷、中郷地区の農地整備事業を引き続き実施しました。 

森林整備関係では、適切な森林整備を推進していくために、令和３年度から実施してき
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た航空レーザー測量が令和７年度で町内全域の測量を完了しましたので、今後は取得した

情報を基に森林資源の解析を進めていきます。 

森林病害虫等防除対策として、守るべき森林区域を設定し、松くい虫被害木の伐倒駆除

を継続して実施しているものの、被害は拡大しており広域的な課題となっています。 

みどり環境税交付金では、里山景観の保全と野生動物との緩衝帯を構築する事業に加え、

添川地内の水芭蕉群生地の環境整備や木工教室等の木育授業を行うなど、創意工夫を持っ

て取り組みました。 

有害鳥獣対策では、前年度に比べクマの出没が非常に多く、目撃情報は１１３件、捕獲

頭数は３７頭となりました。なお、改正鳥獣保護管理法により創設された「緊急銃猟」を

１件実施しました。また、鳥獣被害対策実施隊や関係機関と連携し、ＬＩＮＥ等による迅

速な情報発信を行うように努めました。 

農地、農業委員会関係では、国土交通省が実施する地域管理構想策定実証事業の実証地

域に中津川地区が選定され、地域においての話し合いの経過をまとめ、「中津川いいもんだ

未来計画」を取りまとめました。 

また、農業委員及び農地利用最適化推進委員が協力し、遊休農地の発生防止、農地中間

管理機構における円滑なマッチング等、農地集積面積の拡大に継続して取り組みました。 

ふるさと納税では業務の一部を中間事業者へ委託し、寄附者管理や配送管理、返礼品開

発などの体制を強化しました。その結果、寄附者ニーズを踏まえた返礼品の充実や効果的

な運営につながり、寄附額は２億９千４６６万４千円と前年度比１．９７倍の大幅な増加

となりました。 

また、森林保全への理解促進と地域の魅力発信を目的に、「白川湖の水没林」のライトア

ップイベントの充実に向けたガバメントクラウドファンディングを実施し、１９０万８千

円の寄附をいただきました。 

さらに、クマとの共生を目指した熊出没防止対策や環境整備への寄附を募集し、２５万

９千円の寄附が寄せられるなど、本町における地域課題への共感の輪が広がりました。 

加えて、三菱鉛筆株式会社山形工場の飯豊町への移転を契機に、川西町と連携し、ふる

さと納税で新たに「鉛筆」と「ボールペン」の共通返礼品の取扱いを開始しました。今後

は、体験型返礼品など新たな共通返礼品の開発を進め、広域連携による地域の魅力発信を

推進していきます。 

商工振興関係では、中小企業支援のために資金融資の利子補給や保証料補給を行うとと

もに、中小企業振興事業費補助金により創業支援や商業活性化支援等を行い、中小企業に

よる地域経済の活性化や町民生活の向上に好影響を与える取り組みを行いました。また、

長引く物価高騰の影響を緩和し町民の生活及び企業の経済的支援を強化するため、プレミ

アム付き商品券発行事業及び中小企業等物価高騰対策支援事業を実施しました。他方で、

米価の高騰に比例し日本酒原料米も過去に類を見ないほどの高騰相場となったことから、

失ってからでは取り戻せない酒蔵等の持続可能な経営を支援するため、日本酒類原料米価

格高騰対策事業にも取り組みました。 

東京都杉並区高円寺の「アンテナショップＩＩＤＥ」では、飯豊産米を使用したおにぎ

りや飯豊産米沢牛を使用した牛肉弁当のテイクアウト販売を中心に売上は堅調に推移して

おり、運営事業者の努力により本町の魅力あふれる食文化の発信を強化できています。ま

た、「アンテナショップＩＩＤＥ」を起点とした関係人口創出のための交流促進事業におい

ては、めざみの里まつりへの東北最大規模となる高円寺阿波おどり連の招聘、高円寺地内
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で開催された高円寺フェスにおいて初の試みとなる町内生産者による「いいでマルシェ」

の開催、本町初のダンスイベント「いいで舞ノ舞フェス」の開催などを通じ、首都圏住民

と町民の交流促進及び販路拡大に努めました。ＳＮＳを有効活用しながらショップ情報の

配信に努め、首都圏の拠点として、町内産物の販売、情報発信、町民と都市住民との交流、

移住窓口の４つの機能を効果的に実施できる体制を確保し運営しています。 

観光振興関係では、白川湖の水没林が各種メディアやＳＮＳに取り上げられたことで、

全国から注目を浴び、アウトドアブームも相まって、カヌー体験や湖岸公園キャンプ場利

用など県内外から多くのお客様に来町いただきました。白川湖周辺整備事業では、令和７

年４月１６日に、国土交通省東北地方整備局から白川湖のオープン化の指定を受けました。

このことにより、白川湖周辺地域の活性化と環境保全対策をこれまで以上に推進していき

ます。また併せて課題である交通渋滞緩和と誘客促進も更なる対策を講じていきます。 

また、地域資源の魅力を引き出し、観光客の誘致や地域住民と協働しながら新たな価値

を創出することを目的として「地域おこし協力隊」を募集し、令和７年８月から「観光応

援隊」として活動しています。今後も地域の自然、アクティビティ、食、歴史、文化など

の調査、町内事業者と協力した商品開発や体験プログラムの企画、地域住民とのネットワ

ークの構築などを行いながら、地域や町の魅力を情報発信してまいります。 

第三セクターの運営にあたっては、町内産業振興において重要な役割を担っているなか、

急激な物価高騰のあおりを受け、特に飲食や宿泊にかかる事業経営に大きな支障が生じて

いることから、物価高騰分として指定管理料の追加を行い運営支援を行いました。 

また、抜本的な経営改善を図るため、地域活性化起業人制度を活用しながら町も深くか

かわり運営にあたっており、引き続き定期的な経営状況の確認と指導助言を行っていきま

す。 

土木関係では、令和４年８月及び令和６年７月の豪雨による災害復旧事業を引き続き実

行しつつ、橋梁補修工事や道路改良工事を実施し、道路交通環境の整備に努めてまいりま

した。災害復旧事業は令和４年８月豪雨により被災し、国庫負担金を活用して復旧を予定

している全３９箇所のうち、令和７年度末時点で３５箇所が完了し、復旧率は８９．７％

となりました。 

道路維持関係では、通常の道路維持管理のほか、町道石原線の舗装補修工事や町道須郷

広河原線の橋梁補修工事を実施するとともに、西高峰橋の架け替え工事にも一部着手する

など、道路のメンテナンス事業を実行し交通の安全確保を行いました。また、町内６地区

で実施された意欲と活力ある道普請支援事業により、地域住民による側溝等の整備が行わ

れました。道路新設改良事業では、町道手ノ子高峰線改良工事に一部着手しました。また、

事業実施に伴う用地買収や電線の移転作業なども継続して実施しています。 

除雪関係では、令和６年度に続いて豪雪となったことから、除雪作業委託など除雪関連

にも多額の経費を費やしました。また、消雪設備の能力低下などにより十分な消雪機能を

発揮できない井戸や消雪ノズルの改修工事等を実施し、冬期間の安全安心な交通の確保に

努めました。 

住宅政策関係では、町営住宅や定住促進住宅の管理を行う中で、中津川地区の瑞穂寮の

事務所利用を可能とする条例に見直して施設の利用促進を図りました。住環境の質の向上

及び住宅投資による経済の活性化等を目的に、県と協調して住宅リフォーム支援事業を実

施したほか、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して小規模リフォーム

支援事業を実施しました。 
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また、年々増加する空き家について複数の対策に取り組みました。令和４年８月の小白

川の増水によって基礎下が流出した特定空家は、略式代執行により除却工事を行いました。

空き家になる前からの対策を促すため、山形県や置賜管内の自治体と協力し、町内で「や

まがた終活セミナーinおきたま」を開催し、４９名の方の参加がありました。空き家無料

相談会では、相談数４件のうち３件が空き家バンク登録に至り、うち１件が成約となりま

した。空き家不良度判定を進め、所有者に空き家の危険性を認識してもらうとともに、空

き家解体補助金を交付し、令和７年度は４件の解体を行いました。 

防災関係では、気象防災情報の取得、伝達を目的とした山形県衛星通信ステム第３世代

化事業に着手しました。衛星通信は、有線回線が断線するような大規模災害時でも通信が

可能であるため、各種通通信回線の整備により非常時の通信基盤の強化を図ります。事業

全体の完了は令和８年度末を予定しています。 
各地区に結成されている自主防災組織は新たに１地区増え３５組織となりました。組織

率１００％を目標に、更なる防災学習、研修に努めます。 
消防関係では火災はもとより頻発化・激甚化する災害リスクに防備し、迅速に対応して

いくために消防団基礎訓練等を実施するとともに、装備面では２地区に耐震性貯水槽２基

を整備し機能充実に取り組みました。これにより耐震性貯水槽の整備済み基数は３９基と

なりました。 
学校教育関係では、「自信あふれるいいでの子ども 安心・元気な信頼される学校」を教

育指針として、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育む教育環境の構築を推進しま

した。各校に学校支援員等を配置し、子ども達の自立した活動を促すとともに、子ども達

の学校生活意欲や学級満足度の調査分析を行いながら、不登校やいじめの防止、あたたか

な人間関係づくりを進めました。加えて、学校生活に不安を抱える児童生徒に対し、スク

ールカウンセラーによる心理相談を定期的に実施しました。小学校で必修科目となってい

る英語教育やＩＣＴ教育に対応するためのＡＬＴ（外国語指導助手）及びＩＣＴ支援員の

配置、さらに教員の指導力向上や学校経営改善のための学校教育指導専門員を継続して配

置しました。児童生徒の体力と学力の向上に向けた取り組みについては、特別支援教育の

専門家を招聘し、幼児から中学生までを対象としたスクリーニングや職員を対象とした研

修会を実施しました。「いいでの子、大したもんだプロジェクト」の一環として、「算数・

数学難問クイズ」を毎月、学校に設置することで、子どもたちの学習への意欲を育みまし

た。また、子どもたちが数学・算数・漢字検定を町内で受験できるよう会場を設け、３級

以上を受検する中学生に対しては受検料の一部補助を行いました。 
学校教育施設等の環境整備では、第一小学校の体育館アリーナ排煙窓モーター交換修繕、

第二小学校の進入路舗装修繕、飯豊中学校の防火シャッター修繕工事などを実施し、校舎

の安全対策を講じました。学校給食共同調理場は、食材費の高騰が続く中でも材料の規格

や数量を細かく調整するなどして工夫を尽くし、これまで同様の安心・安全でおいしい学

校給食の提供に努めました。 
義務教育学校開校に関しては、開校までの間の極小規模学校・複式学級解消のため、令

和８年度からの第二小学校・手ノ子小学校・添川小学校の３校統合に向けた準備委員会を

実施し準備を進めました。受け入れ校となる第二小学校については、校務支援システム設

定作業及び教室のスペース確保のための棚撤去工事、コミュニティホールの照明器具の増

設工事を実施しました。また、統合に伴い閉校となる手ノ子小学校及び添川小学校におい

ては、学校関係者や地域の方等を招き閉校式典を実施しました。義務教育学校においては、
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開校準備委員会で様々な立場からの意見をいただきながら調査・検討を進めています。今

後も開校に向けて、子どもたちが安心・安全に学校生活を送ることができ、質の高い教育

が実現できる学校環境が整うよう着実に準備を進めていきます。 
生涯学習の一環として、図書室の利用を推進するため、読書推進企画として、「本屋大賞

を予想してみよう」「おはなし会わくわく広場」「大人のための読み聞かせ」などを実施し、

図書室の利用推進を図りました。 
家庭教育分野では、「やまがた子育ち講座」を継続して実施するとともに、家庭教育支援

の充実を図りました。また、子どもたちの健やかな成長と地域における社会力を高めるた

め、子ども会育成会活動などの地域活動を支援するとともに、ＰＴＡ活動や青少年の健全

育成活動の支援にも努めました。 
学校・家庭・地域の連携と協働は、町内全ての小中学校に設置している学校運営協議会

にて熟議を行い、協働活動に関して意見交換を重ねました。また、地域学校協働活動推進

員を中心として、学校の力を地域に、地域の力を学校に反映できる活動について積極的に

取り組みました。 
「二十歳のつどい」は、対象者６５名中、４８名の出席で８月１５日に開催しました。 
文化財の維持管理・利活用事業は、令和４年８月豪雨により被災した天養寺観音堂再建

工事を実施し令和８年３月に再建を完了しました。 
スポーツ活動は、第４３回を数えた全国白川ダム湖畔マラソン大会を、県内外から７０

６名のランナーのエントリーを受けて開催しました。町民総合体育大会や各種スポーツ大

会も含め、キララやスポーツ推進委員と連携し「町民一人１スポーツ」に継続して取り組

みました。 
 
 
以上、部門毎の施策概要の説明といたします。 
町民各位のご協力とご理解を得て積極的に事業に取り組み、このような成果を得ました

ことに深く感謝申し上げます。 
 
 
 

令和８年９月     
飯豊町長  嵐  正 人 
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（単位：円、％）

　歳 入 決 算 額　 　歳 出 決 算 額　 繰越事業費

　金    額　 収入率 　金    額　 執行率 繰 越 財 源

一 般 会 計 8,538,225,000 8,050,676,339 94.3 7,681,357,491 90.0 43,370,000 325,948,848

　普 通 会 計   計　 8,538,225,000 8,050,676,339 94.3 7,681,357,491 90.0 43,370,000 325,948,848

国民健康保険特別会計

( 事 業 勘 定 )

国民健康保険特別会計

（直営診療施設勘定）

介 護 保 険 特 別 会 計 957,747,000 934,443,151 97.6 933,940,973 97.5 0 502,178

　事 業 会 計   計　 1,898,694,000 1,795,897,571 94.6 1,763,449,576 92.9 0 32,447,995

萩生財産区特別会計 212,000 208,382 98.3 32,043 15.1 0 176,339

豊原財産区特別会計 60,000 6,642 11.1 1,437 2.4 0 5,205

添川財産区特別会計 3,765,000 3,222,363 85.6 2,643,696 70.2 0 578,667

豊川財産区特別会計 366,000 1,187,578 324.5 2,000 0.5 0 1,185,578

中津川財産区特別会計 3,646,000 2,698,281 74.0 2,656,123 72.9 0 42,158

　財産区会計  計　 8,049,000 7,323,246 91.0 5,335,299 66.3 0 1,987,947

訪 問 看 護 特 別 会 計 21,824,000 21,740,689 99.6 21,606,109 99.0 0 134,580

介 護 老 人 保 健 施 設
特 別 会 計

317,146,000 309,701,912 97.7 309,545,506 97.6 0 156,406

　準公営企業会計  計　 338,970,000 331,442,601 97.8 331,151,615 97.7 0 290,986

　合        計　 10,783,938,000 10,185,339,757 94.4 9,781,293,981 90.7 43,370,000 360,675,776

令和７年度　各会計歳入歳出決算総括表

　区      分　 予 算 現 額 差 引 残 額

733,097,000 656,724,443 89.6 628,323,824 85.7 0 28,400,619

82,581,000 80,508,492 97.5 80,342,259 97.3 0 166,233

0 3,378,965
後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

125,269,000 124,221,485 99.2 120,842,520 96.5
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（１）収支状況

（単位：千円）

（２）歳入の状況

（単位：千円、％）

一般会計決算概要

歳入総額 歳出総額 形式収支 翌年度繰越財源 実質収支

令和６年度 8,074,350 7,693,386 380,964 122,813 258,151

令和７年度 8,050,676 7,681,357 369,319 43,370 325,949

△ 181,457

令和６年度 △ 234,013 161 0 179,000 △ 412,852

単年度収支 積立金 繰上償還金 積立金取崩し額 実質単年度収支

令和７年度 67,798 745 0 250,000

令和７年度 令和６年度

決算額 構成比 増減率 うち経常一般財源 決算額 構成比 増減率

8.8 △ 2.8

地 方 譲 与 税 89,929 1.1 1.6 89,929 88,547 1.1

地 方 税 753,689 9.4 5.7 753,689 713,228

4.1

利 子 割 交 付 金 1,173 0.0 416.7 1,173 227 0.0 32.0

配 当 割 交 付 金 3,130 0.0 3.6 3,130 3,020 0.0 44.6

0.1 76.0

法 人 事 業 税 交 付 金 10,681 0.1 △ 2.2 10,681 10,918 0.1

株式等譲渡所得割交付金 5,586 0.1 26.5 5,586 4,417

△ 4.7

地 方 消 費 税 交 付 金 185,271 2.3 8.0 185,271 171,560 2.1 2.8

0.1 △ 3.6環 境 性 能 割 交 付 金 7,799 0.1 △ 3.4 7,799 8,076

地 方 特 例 交 付 金 6,117 0.1 △ 81.8 6,117 33,590 0.4 359.1

地 方 交 付 税 3,956,012 49.2 3.8 3,459,254 3,810,262 47.2 5.7

40.7 3.7

うち特別交付税 496,758 6.2 △ 5.6 526,200 6.5

うち普通交付税 3,459,254 43.0 5.3 3,459,254 3,284,062

20.2

小　　計 5,019,387 62.4 3.6 4,522,629 4,843,845 59.9 4.8

交通安全対策特別交付金 919 0.0 △ 1.2 919 930 0.0 2.4

0.3 △ 63.2

使 用 料 66,594 0.8 △ 5.3 2,344 70,347 0.9

分 担 金 負 担 金 25,845 0.3 27.7 20,235

88.6

手 数 料 3,400 0.0 △ 9.6 78 3,759 0.0 △ 11.1

国 庫 支 出 金 895,123 11.1 9.2 819,685 10.2 10.0

10.3 △ 13.9

財 産 収 入 8,778 0.1 37.8 6,371 0.1

県 支 出 金 635,123 7.9 △ 23.4 828,898

11.4

寄 附 金 319,070 4.0 86.0 171,574 2.1 4.3

繰 入 金 374,413 4.7 △ 22.6 483,898 6.0 △ 2.6

歳 入 一 般 財 源 6,004,645 74.6 4.3 5,757,915

4.5 △ 1.2

諸 収 入 137,660 1.7 △ 2.2 1,996 140,784 1.7

繰 越 金 250,964 3.1 △ 30.8 362,424

17.3

歳 入 合 計 8,050,676 100.0 △ 0.3 4,527,966 8,074,350 100.0 △ 2.6

地 方 債 313,400 3.9 △ 2.5 321,600 4.0 △ 54.5

71.3 4.5
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（３）歳出の状況

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

内

訳

内

訳

歳　　　　出 令和７年度 令和６年度

（目　的　別） 決　算　額 構成比 増減率 うち普通建設事業 決　算　額 構成比 増減率

議 会 費 84,939 1.1 0.4 84,618 1.1 5.0

総 務 費 1,178,821 15.3 28.8 13,795 914,924 11.9 △ 31.4

民 生 費 1,392,378 18.1 △ 3.5 7,868 1,443,603 18.8 4.8

衛 生 費 390,563 5.1 △ 9.9 2,686 433,465 5.6 27.8

労 働 費 15,642 0.2 △ 0.2 15,668 0.2 0.5

農 林 水 産 業 費 784,548 10.2 △ 1.8 131,534 798,539 10.4 △ 3.5

商 工 費 367,599 4.8 23.8 10,621 297,011 3.8 △ 10.8

土 木 費 758,049 9.9 10.9 184,540 683,671 8.9 83.8

消 防 費 330,983 4.3 13.7 27,481 291,123 3.8 3.5

教 育 費 674,139 8.8 △ 5.3 109,632 711,796 9.2 18.2

災 害 復 旧 費 454,487 5.9 △ 45.7 837,190 10.9 △ 24.8

公 債 費 1,249,209 16.3 5.7 1,181,778 15.4 17.8

諸 支 出 金

繰 上 充 用 金

歳    　　出 令和７年度 令和６年度

歳 出 合 計 7,681,357 100.0 △ 0.2 488,157 7,693,386 100.0 0.2

決算額 構成比 増減率
経常収支
比　　率

人 件 費 1,164,581 15.1 0.4 900,952 19.9

（性  質  別） 決算額 構成比 増減率 経常経費充当一財

経常収支
比　率

扶 助 費 583,360 7.6 △ 4.2 212,131 4.7 608,876 7.9 5.1

1,159,529 15.1 9.3 21.4

4.7

公 債 費 1,249,209 16.3 5.7 1,212,210 26.8

元 利 償 還 金 1,249,209 16.3 5.7 1,212,210 26.8 1,181,778 15.4 17.8

1,181,778 15.4 17.8 26.4

26.4

一 借 金 利 子 0.0

小　　計 2,997,150 39.0 1.6 2,325,293 51.4 2,950,183 38.4 11.6

0.0

52.5

物 件 費 1,043,893 13.6 13.5 559,861 12.4

維 持 補 修 費 639,873 8.3 1.8 496,630 11.0 628,552 8.2 57.0

919,403 11.9 13.5 12.5

10.1

補 助 費 等 1,489,545 19.4 11.5 785,352 17.3

うち一部組合負担金 497,163 6.5 15.4 480,296 10.6 430,935 5.6 △ 2.3

1,335,554 17.4 14.8 16.5

9.7

繰 出 金 462,853 6.0 5.0 169,517 3.7

積 立 金 66,199 0.9 20.8 54,778 0.7 136.8

440,705 5.7 △ 37.7 3.6

投 資 出 資 貸 付 金 39,200 0.5 △ 29.1

繰 上 充 用 金

55,300 0.7 152.5

投 資 的 経 費 942,644 12.3 △ 28.0 (142,395) (3.1)

う ち 人 件 費 27,456 0.4 △ 28.0 (27,456) (0.6) 38,127 0.5 △ 31.5

1,308,911 17.0 △ 31.5 (6.1)

(0.9)

普通建設事業 488,157 6.4 3.4 (49,942) (1.1)

うち補助 289,331 3.8 0.0 (14,624) (0.3) 289,313 3.7 108.6

471,993 6.1 △ 40.7 (1.3)

(0.5)

うち単独 198,826 2.6 8.8 (35,318) (0.8)

災 害 復 旧 費 454,487 5.9 △ 45.7 (92,453) (2.0) 836,918 10.9 △ 24.8

182,680 2.4 △ 72.2 (0.8)

(4.8)

歳 出 合 計 7,681,357 100.0 △ 0.2 4,336,653 95.8 7,693,386 100.0 0.2 95.2
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(４)歳出内訳及び財源内訳
(単位：千円）

目的別
議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 計

性質別

人 件 費 75,516 443,548 170,173 58,717 91,345 53,056 44,137 14,597 213,492 1,164,581

物 件 費 7,489 367,357 61,830 64,377 108,346 41,452 82,385 25,556 285,101 1,043,893

維 持 補 修 費 18,769 2,119 34,883 139,896 431,121 13,085 639,873

扶 助 費 558,721 492 24,147 583,360

補 助 費 等 1,934 269,153 163,417 229,811 642 418,393 98,374 15,815 263,349 28,657 1,489,545

一部事務組合 20,431 98,482 120,020 258,230 497,163

そ   の   他 1,934 248,722 64,935 109,791 642 418,393 98,374 15,815 5,119 28,657 992,382

普通建設事業費 13,795 7,868 2,686 131,534 10,621 184,540 27,481 109,632 488,157

補助事業費 3,436 75,092 5,348 126,153 26,144 236,173

単独事業費 13,795 4,432 2,686 56,442 5,273 58,387 1,337 109,632 251,984

災害復旧事業費 454,487 454,487

補助事業費 324,101 324,101

単独事業費 130,386 130,386

公 債 費 1,249,209 1,249,209

積 立 金 66,199 66,199

投資及び出資金 0

貸 付 金 15,000 24,200 39,200

繰 出 金 428,250 34,480 47 51 25 462,853

歳 出 合 計 84,939 1,178,821 1,392,378 390,563 15,642 784,548 367,599 758,049 330,983 674,139 454,487 1,249,209 7,681,357

国 庫 支 出 金 72,033 239,462 10,138 2,972 16,047 152,523 12,236 1,435 219,918 726,764

県 支 出 金 34,438 141,268 3,015 284,818 10,457 3,691 102 76,940 61,218 61 616,008

使 用 料 ・ 手 数 料 7,528 11,272 203 957 1,543 15,196 1,528 35,250 73,477

分担金･負担金･寄附金 7,418 4,294 19,982 212 333 32,239

財 産 収 入 5,390 474 47 51 26 5,988

繰 入 金 8,700 11,500 7,000 10,332 16,900 1,100 13,668 1,688 70,888

諸 収 入 25,674 15,508 4,631 15,000 4,388 25,214 3,129 2,122 35,289 130,955

繰 越 金 8 1 459 4,994 1,374 1,255 15,056 58,465 81,612

町 債 20,700 19,600 27,700 72,500 99,800 13,600 32,100 22,100 308,100

一 般 財 源 等 84,939 1,004,350 945,875 344,876 642 407,113 279,030 465,385 300,568 497,885 92,453 1,212,210 5,635,326

★普通建設事業費(単独事業費）には、県営事業負担金等を含んでいる。
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（５）地方債現在高の状況

(単位：千円）

区　　　分

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９.

10.

（６）各種財政指標等

(単位：千円、％）

（７）健全化判断比率

(単位：％）

令和６年度 令和７年度 令和７年度償還額 令和７年度末

現在高 発行額 元金 利子 計 現在高

公 共 事 業 等 債 199,338 5,300 31,328 512 31,840 173,310

273,267

（ ア ） 単独災害復旧事業債 31,617 3,436 167 3,603 28,181

災 害 復 旧 事 業 債 254,418 27,400 8,551 1,703 10,254

245,086

教育・福祉施設等整備事業債 88,096 2,600 14,845 337 15,182 75,851

（ イ ） 補助災害復旧事業債 222,801 27,400 5,115 1,536 6,651

255,257

辺 地 対 策 事 業 債 147,661 56,400 23,812 297 24,109 180,249

一 般 単 独 事 業 債 213,581 63,400 21,724 1,157 22,881

5,811,050

財 源 対 策 債 50,331 4,000 4,786 254 5,040 49,545

過 疎 対 策 事 業 債 6,612,670 119,200 920,820 13,802 934,622

311

臨 時 財 政 対 策 債 1,578,134 186,425 6,139 192,564 1,391,709

減 税 補 て ん 債 1,096 785 1 786

201,436

合　　　計 9,321,918 313,400 1,223,333 25,876 1,249,209 8,411,985

そ の 他 176,593 35,100 10,257 1,674 11,931

項　　　　　目 令和７年度 令和６年度 項　　　　　目 令和７年度 令和６年度

基 準 財 政 需 要 額 4,292,406 4,117,557 （うち財政調整基金現在高） 338,751 458,006

基 準 財 政 収 入 額 833,152 823,915 積 立 金 現 在 高 691,558 860,800

標 準 財 政 規 模 4,485,363 4,308,360 実 質 収 支 比 率 7.3 6.0

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ） 0.194 0.200 経 常 収 支 比 率 95.8 95.2

財政力指数（ 3ヶ年度平均） 0.198 0.199
債 務 負 担 行 為 翌 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額 2,806,146 978,152

項　　　　　目 令和７年度 令和６年度 (参考)早期健全化基準 (参考)財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － － 15.00 20.00

将 来 負 担 比 率 105.0（見込） 106.3 350.0

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 20.00 30.00

実 質 公 債 費 比 率 13.9（見込） 14.1 25.0 35.0
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歳　入 (単位:千円)

　科　目　 不　納 収　入 予算現額に 収 入 割 合 (％) 不　納 収　入 予算現額に 収 入 割 合 (％)
欠損額 未済額 対する増減額 予算対 調定対 歳入計対 欠損額 未済額 対する増減額 予算対 調定対 歳入計対

町 税 738,897 778,440 753,689 2,233 22,518 14,792 102.0 96.8 9.4 711,397 737,994 713,228 4,296 20,470 1,831 100.3 96.6 8.8

地 方 譲 与 税 89,929 89,929 89,929 0 0 100.0 100.0 1.1 88,547 88,547 88,547 0 0 100.0 100.0 1.1

利子割交付金 1,173 1,173 1,173 0 0 100.0 100.0 0.0 227 227 227 0 0 100.0 100.0 0.0

配当割交付金 3,130 3,130 3,130 0 0 100.0 100.0 0.0 3,020 3,020 3,020 0 0 100.0 100.0 0.0

株 式 等 譲 渡

所得割交付金

法 人 事 業 税

交 付 金

地 方 消 費 税

交 付 金

環 境 性 能 割

交 付 金

地 方 特 例

交 付 金

地 方 交 付 税 3,867,670 3,956,012 3,956,012 0 88,342 102.3 100.0 49.1 3,742,574 3,810,262 3,810,262 0 67,688 101.8 100.0 47.2

交通安全対策

特 別 交 付 金

分 担 金

及 負 担 金

使 用 料

及 手 数 料

国 庫 支 出 金 1,300,373 895,123 895,123 0 △ 405,250 68.8 100.0 11.1 1,291,521 819,685 819,685 0 △ 471,836 63.5 100.0 10.2

県 支 出 金 700,769 635,123 635,123 0 △ 65,646 90.6 100.0 7.9 1,023,999 828,898 828,898 0 △ 195,101 80.9 100.0 10.3

財 産 収 入 8,803 8,787 8,778 9 △ 25 99.7 99.9 0.1 6,278 6,380 6,371 9 93 101.5 99.9 0.1

寄 附 金 342,806 319,070 319,070 0 △ 23,736 93.1 100.0 4.0 152,102 171,574 171,574 0 19,472 112.8 100.0 2.1

繰 入 金 374,480 374,412 374,412 0 △ 68 100.0 100.0 4.7 483,899 483,898 483,898 0 △ 1 100.0 100.0 6.0

繰 越 金 250,964 250,964 250,964 0 0 100.0 100.0 3.1 362,423 362,424 362,424 0 1 100.0 100.0 4.5

諸 収 入 133,225 137,765 137,661 104 4,436 103.3 99.9 1.7 142,381 141,593 140,779 755 59 △ 1,602 98.9 99.4 1.7

町 債 412,200 313,400 313,400 0 △ 98,800 76.0 100.0 3.9 427,800 321,600 321,600 0 △ 106,200 75.2 100.0 4.0

合    計 8,538,225 8,076,045 8,050,676 2,233 23,136 △ 487,549 94.3 99.7 100.0 8,766,421 8,100,406 8,074,350 5,051 21,005 △ 692,071 92.1 99.7 100.0

321 3,702 105.3 99.6 0.998.7 99.4 0.9 70,409 74,432 74,11170,909 70,396 69,994 402 △ 915

146 △ 10,11826,523 25,948 25,845 103 △ 678 66.7 99.3 0.397.4 99.6 0.3 30,353 20,381 20,235

100.0 100.0 0.099.9 100.0 0.0 930 930 930920 919 919 0 △ 1

0 06,117 6,117 6,117 0 0

0 0

100.0 100.0 0.4100.0 100.0 0.1 33,590 33,590 33,590

100.0 100.0 0.1100.0 100.0 0.1 8,076 8,076 8,0767,799 7,799 7,799 0 0

0 0185,271 185,271 185,271 0 0

0 0

100.0 100.0 2.1100.0 100.0 2.3 171,560 171,560 171,560

100.0 100.0 0.1100.0 100.0 0.1 10,918 10,918 10,91810,681 10,681 10,681 0 0

0 05,586 5,586 5,586 0 0

0 0

100.0 100.0 0.1100.0 100.0 0.1 4,417 4,417 4,417

令和７年度・令和６年度　款別決算額比較表

令　和　７　年　度　　 令　和　６　年　度　　

予算現額 調 定 額 収入済額 予算現額 調 定 額 収入済額
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歳　出 (単位:千円)

科　目 予算現額 支出済額 不用額 執行割合(％) 予算現額 支出済額 不用額 執行割合(％)
予算対 歳出計対 予算対 歳出計対

議 会 費 85,172 84,939 233 99.7 1.1 84,999 84,618 381 99.6 1.1

総 務 費 1,326,370 1,183,796 76,073 89.3 15.4 繰越明許費繰越額 66,501 995,484 941,867 50,012 94.6 12.2 繰越明許費繰越額 3,605

民 生 費 1,516,580 1,455,553 61,027 96.0 18.9 1,584,623 1,494,866 81,328 94.3 19.4 繰越明許費繰越額 8,429

衛 生 費 437,331 391,163 14,668 89.4 5.1 繰越明許費繰越額 31,500 452,755 434,045 18,710 95.9 5.6

労 働 費 15,657 15,642 15 99.9 0.2 15,714 15,668 46 99.7 0.2

農林水産費 925,597 844,955 17,729 91.3 11.0 繰越明許費繰越額 62,913 897,283 830,588 19,057 92.6 10.8 繰越明許費繰越額 47,638

商 工 費 319,029 304,149 12,200 95.3 4.0 繰越明許費繰越額 2,680 281,366 270,127 6,239 96.0 3.5 繰越明許費繰越額 5,000

土 木 費 921,916 761,031 28,864 82.5 9.9 繰越明許費繰越額 132,021 731,952 690,116 17,336 94.3 9.0 繰越明許費繰越額 24,500

消 防 費 338,393 330,218 8,175 97.6 4.3 302,037 288,905 6,598 95.7 3.8 繰越明許費繰越額 6,534

教 育 費 626,273 603,625 22,648 96.4 7.9 742,555 645,186 42,800 86.9 8.4 繰越明許費繰越額 54,569

事故繰越し額 109,509 事故繰越し額 200,000

災害復旧費 775,105 457,077 94,431 59.0 5.9 繰越明許費繰越額 114,088 1,494,002 815,623 166,414 54.6 10.6 繰越明許費繰越額 311,965

公 債 費 1,249,210 1,249,209 1 100.0 16.3 1,181,779 1,181,778 1 100.0 15.4

予 備 費 1,592 0 1,592 0.0 0.0 1,872 0 1,872 0.0 0.0

事故繰越し額 109,509 事故繰越し額 200,000

合   計 8,538,225 7,681,357 337,656 90.0 100.0 繰越明許費繰越額 409,703 8,766,421 7,693,387 410,794 87.8 100.0 繰越明許費繰越額 462,240

令　和　７　年　度 令　和　６　年　度

備　　   考 備　　   考
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（歳入）
　・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 102,878 千円

（歳出）
　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 1,309,125 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国(県)
支出金

町債 その他
社会保障財源
化分の市町村

交付金
その他

社会福祉事業 118,755 28,271 19,600 13,653 7,043 50,188

障害者福祉事業 230,910 159,810 0 13 8,748 62,339

老人福祉費 52,587 15,119 0 5,713 3,909 27,846

児童福祉事業 487,013 142,680 0 22,384 39,617 282,332

（小 計） 889,265 345,880 19,600 41,763 59,317 422,705

介護保険事業 146,969 4,258 0 0 17,561 125,150

国民健康保険事業 64,518 25,081 0 4,336 4,319 30,782

後期高齢者医療事業 129,826 19,157 0 0 13,618 97,051

（小 計） 341,313 48,496 0 4,336 35,498 252,983

保健衛生事業 43,633 5,685 0 4,100 4,165 29,683

予防事業 22,750 468 1,200 0 2,594 18,488

保健事業 12,164 1,027 0 531 1,305 9,301

（小 計） 78,547 7,180 1,200 4,631 8,064 57,472

1,309,125 401,556 20,800 50,730 102,879 733,160

社
会
保
険

保
健
衛
生

令和７年度一般会計決算における社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費

合計

財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源 一　　般　　財　　源事　　　業　　　名 経　　費

社
会
福
祉
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